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記載事項 更新の有無 記載欄 本学の対応状況等
【基本原則１に関して】

更新あり

補充原則１－２③

今回の修正では、医学教育分野別評価や病院機能評価の結果を法人経営の質的向上に結び付け

る趣旨が、より明確に示されていると感じました。

一方で、「本学の評価結果をはじめ、他大学の事例等を学内構成員が共有し」との記述が追加

されていますが、それらが具体的にどのような改善や質的向上につながったのかまでは記載さ

れていないようです。ガバナンス・コードでは、評価結果を法人経営の改善につなげることが

重要視されていますので、可能であれば改善事例やその成果を一例でも示されると、より説得

力のある記載になるものと思います。

ご指摘の点を踏まえ、評価結果の受審に伴う具体的な改善事例および成果につきまして、

追記しました。

更新あり

補充原則１－３①

今回、「役員会」「経営協議会」「教育研究評議会」の役割について具体的な説明が追加さ

れ、各会議体の位置付けが分かりやすくなったと感じました。

一方で、「経営協議会は中期目標・計画に関する経営事項を議決する場」、「教育研究評議会

は教育研究に係る重要な規則等を議決する場」との表現は、国立大学法人法上の位置付けとの

関係ではやや誤解を招く可能性があるように思われます。これらの会議体の役割をより正確に

伝える観点からは、「審議する場」などの表現についてもご検討いただければと思います。

教育研究評議会の説明記載ですが、学則及び規則の制定、改廃のみの記載では不足ではないか

と思われる。

ご指摘の点を踏まえ、「役員会」、「経営協議会」、「教育研究評議会」の位置付けにつ

いて、国立大学法人法規程及び本学の各会議体規程に基づき、記載を見直しました。

国立大学法人ガバナンス・コードにかかる適合状況等に関する報告書(令和8年度)

【本報告書に関する経営協議会及び監事等の確認状況】

経営協議会による確認
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国立大学法人滋賀医科大学

記載事項 更新の有無 記載欄 本学の対応状況等

【本報告書に関する経営協議会及び監事等の確認状況】

経営協議会による確認 更新あり

補充原則１－４②

現在の案では、「人事基本方針」の策定・公表を中心に記載されています。

ただし、ガバナンス・コードが求めているのは、「法人経営を担いうる人材を計画的に育成す

るための方針」の明確化とともに、その実現状況をフォローアップすることでもあり、その点

についてどのような取組を実施してきたのかが、現状の記載からはやや伝わりにくい印象を受

けました。

例えば、学⾧補佐・副理事への登用や国立大学協会の研修への派遣など、経営人材育成に関す

る具体的な取組や、その成果・実施状況についてもう少し記載されると、ガバナンス・コード

の趣旨がより伝わる内容になるかと思われます。

ご指摘の点を踏まえ、学⾧補佐・副理事の登用や経営人材育成に関する取組や実施の状況

について修正しました。

【基本原則２に関して】

更新あり

原則２－１－３、補充原則２－１－３①、補充原則２－１－３③、補充原則２－4－１①

理事の担当分野に「コンプライアンス担当」の文字が消えたことが少し気がかりです。企業・

組織コンプライアンスとは多岐に渡り、三本柱のひとつである「法令遵守」は総務担当が、

「就業規則等」は労務担当が、また「社会規範（モラル）」については労務およびハラスメン

ト担当の各理事が分担して担われるものと推察します。

しかし、滋賀医科大学のコンプライアンス委員会やリスク担当部門は、補充原則４－２④をみ

ましても、現状でも各分野を横断的かつ統括的な形で設置しておられると存じます。コンプラ

イアンス遵守の強調は、社会的責任を重視する昨今の経営における基本原則の柱であり、やは

り、この名称を冠したご担当者を理事に置かれるべきではないでしょうか。

原則２－１－３につきましては意見を踏まえ、コンプライアンス担当理事を附することと

しました。また、コンプライアンス全般に関する本学の体制についても追記しました。

補充原則２－１－３①、補充原則２－4－１①についてもご意見を踏まえ、コンプライア

ンス担当理事を附することとしました。

補充原則２－１－３③についてもご意見を踏まえ、リスク管理の観点から、本学のコンプ

ライアンス体制について明記しました。

更新あり

原則２－１－３

ガバナンス・コードに、生成AI時代のAIガバナンスを加えるべきと考えます。生成AIは積極的

に活用すべきですが、一方で、利活用や運用のプロセスにおいて、情報漏洩や著作権の侵害、

ハルシネーションなどのリスクも懸念されています。

このため、各企業や組織においては、利活用の方針やルール作り、監査部門の設置、教育な

ど、独自のAIガバナンスの構築が進んでいます。コンプライアンスに関する記載、または行動

規範に関する記載等に、AIガバナンスにも言及し、また、担当理事を置かれるべきだと考えま

すがいかがでしょうか。

AIガバナンスへの対応については、教育・研究・診療等、多肢にわたることを踏まえ、情

報担当の理事のもとに、新たにAIガバナンスを担当する副理事を配置するように進めてお

ります。配置されましたら、来年度以降に「（３）学⾧補佐及び副理事」の部分へ追記す

る方向で検討いたします。なお、補充原則４-２④に、現段階で実施しているAIガバナンス

に関する取組を追記しております。

更新あり

原則２－3－１

役員会の開催回数の文章が、修正後に不自然になっていないでしょうか。修正後は「開催回数

を毎月2回開催することで」となっているように見えますが、「開催回数を」は不要に思いま

す。

ご指摘の点を踏まえ、修正しました。

経営協議会による確認
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国立大学法人滋賀医科大学

記載事項 更新の有無 記載欄 本学の対応状況等

【本報告書に関する経営協議会及び監事等の確認状況】

【基本原則３に関して】

更新あり

原則３－４－１

監事に関する記述から情報セキュリティーに関する部分が削除されていますが、その分、他の

ところで情報セキュリティーに関する記述が増えないと、情報セキュリティーの記述が十分な

のかが不安になりました。ファイル内を検索すると、4-2にCSIRTの記述がありますが、やや

不十分な感じを受けました。

そこでgoogleで「滋賀医科大学 情報セキュリティー」と検索すると「滋賀医科大学情報セキュ

リティ対策基本規程」という文書があり、そこには十分な記述がありました。この基本規程を

根拠文書として、少し記述を加えてはいかがでしょうか。

ご指摘の事項を踏まえ、業務監査の一環として「情報セキュリティに関する検証・評価」

を具体例に含めるよう追記いたしました。

【基本原則４に関して】

更新あり

補充原則４－２③、補充原則４－２④

ガバナンス・コードに、生成AI時代のAIガバナンスを加えるべきと考えます。生成AIは積極的

に活用すべきですが、一方で、利活用や運用のプロセスにおいて、情報漏洩や著作権の侵害、

ハルシネーションなどのリスクも懸念されています。

このため、各企業や組織においては、利活用の方針やルール作り、監査部門の設置、教育な

ど、独自のAIガバナンスの構築が進んでいます。コンプライアンスに関する記載、または行動

規範に関する記載等に、AIガバナンスにも言及し、また、担当理事を置かれるべきだと考えま

すがいかがでしょうか。

補充原則４－２③につきまして、ご意見を踏まえ、本学Webサイトに「本学の生成AI利用

にかかる基本姿勢」等の明記・周知やAIに関する研究者の倫理教育等を予定していますの

で、追記いたしました。

補充原則４－２④につきましては、ご意見を踏まえ、本学Webサイトに「本学の生成AI利

用にかかる基本姿勢」等の明記・周知やAIに関する研究者の倫理教育等を実施しています

ので、追記いたしました。

なお、AIガバナンスへの対応については、教育・研究・診療等、多肢にわたることを踏ま

え、情報担当の理事のもとに、新たにAIガバナンスを担当する副理事を配置するように進

めております。

監事による確認 更新なし

その他の方法による確認
その他の方法による確認は行っておりません。

経営協議会による確認
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国立大学法人滋賀医科大学

記載事項 更新の有無 記載欄

ガバナンス・コードの各原

則の実施状況

当法人は、各原則をすべて実施しています。

ガバナンス・コードの各原

則を実施しない理由又は今

後の実施予定等

該当なし

【国立大学法人ガバナンス・コードの実施状況】
 当法人は、運営方針会議を設置していない法人であり、

 原則２－２－１～原則２－２－３（運営方針会議に関する原則）は適用されず、当該原則に関連する記載を要しない法人である。

 当法人は、運営方針会議を設置する法人であり、全ての原則の対象となる法人である。

 
 
4



国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

基本原則１ 国立大学法人のミッションを踏まえたビジョン、目標・戦略の策定とその実現のために自主的・自律的に発展・改革し続けられる体制の構築

原則１－１

【国立大学法人のミッションを踏まえたビ

ジョン、目標・戦略の策定】

国立大学法人は、ミッションを踏まえ、そ

の実現のためのビジョン、目標及び具体的

な戦略を策定すべきである。また、それら

の策定に当たっては、多様な関係者の意見

を聴きながら社会の要請の把握に努めると

ともに、当該ビジョン、目標及び戦略を実

現するための道筋を含め、公表しなければ

ならない。

更新あり

本学は、次のとおり、理念及び使命を掲げ、本学Webサイトで公表している。

【理念】

地域に支えられ、地域に貢献し、世界に羽ばたく大学として、医学・看護学の発展と人類の健康増進に寄与する。

【使命】

１ 豊かな教養、確かな倫理観、高い専門的知識を有する信頼される医療人を育成する。

２ 研究倫理と独創性を有する研究者を養成し、特色ある研究を世界に発信する。

３ 信頼と満足を追求するすぐれた全人的医療を地域に提供し、社会に貢献する。

上述の理念・使命を踏まえ、下述の国立大学法人全体のミッションを踏まえた本学の具体的な目標・戦略として、文部科学省の認可を受けた「第4期中

期目標・中期計画」を本学Webサイトで公表している。

＜国立大学法人全体のミッション＞

①不確実な社会を切り開く世界最高水準の研究の展開とイノベーションの牽引

②変化する社会ニーズに応じた高度専門人材の育成

③地域社会を先導する人材の育成と地域産業の振興

＜第４期中期目標 前文：法人の基本的な目標（抜粋）＞

１．滋賀県における医師不足が慢性化する中、地域医療のサステナビリティのために最も重要なことは、滋賀県に定着する優秀な医師の育成である。こ

のため、学部教育における地域枠・地元枠の有効活用と地域基盤型教育を充実させて、将来の医師像を明確にした卒前・卒後キャリアパスに基づいた医

師の人材育成を行う。また、高齢化の進行に伴い地域包括医療の比重が重くなる中、重要な役割を果たすのは訪問看護を含む新たな慢性期看護医療を

リードできる優秀な看護師と、今後、医師の働き方改革を進める上で、高度急性期医療における安全な医療遂行のためには、特定行為看護師の役割が

益々重要となる。さらにCOVID-19感染を契機に感染症専門看護師の必要性も大きくなった。このため、未来のリーダーとなる看護師を関連施設や自治

体と協働して育成する。

２．教育のサステナビリティ強化は、Society 5.0を目指す社会変革の中で、医学領域においてもAI開発、ビッグデータ解析等のICTを駆使できる人材養

成が求められるため、学部と大学院にSTEAM教育を取り入れ、新型コロナウイルス感染環境で立ち上げたオンライン教育、シミュレーション教育を発

展させ、未来に向けた教育システムを構築する。

３．研究のサステナビリティ強化は、神経難病研究センター、動物生命科学研究センター、先端がん研究センター、NCD疫学研究センターにおける国際

的発信力を持つ特色ある研究の深化に加え、幅広い領域での研究活動を活性化させる必要があり、その中で将来のリーダーとなる若手人材育成を推進す

るとともに、産学連携研究の推進により外部資金の獲得を増加させ、教育研究環境の改善を図る。

４．業務運営のサステナビリティ強化は、ソフト面では透明性のある内部統制機能強化、デジタル技術の活用を含む業務効率化、多様なステークホル

ダーとのコミュニケーション推進、男女共同参画推進計画の地域への展開、ハラスメント防止の推進、ハード面では附属病院の機能強化棟整備、施設と

設備のマスタープランの確立と実行等に取り組む。

中期目標（原案）及び中期計画の策定に当たっては、月に１度開催する学内の教育研究に従事する委員を含む「教育研究評議会」、学⾧が任命する関係

企業をはじめ自治体、官公庁、近隣大学、独立行政法人等の学外委員を含み、組織・運営に関し審議する「経営協議会」に加えて、本学の発展に必要な

戦略を立案する「総合戦略会議」及び本学の運営全般に関する学⾧の諮問機関である「学外有識者会議」での審議を通じて、関係者らと段階的に認識の

共有や情報交換、審議を積み重ねた上で、最終的に学⾧および理事をもって組織される役員会で議決している。

役員とステークホルダーが対話する機会として、学生と学⾧との懇談会、教職員と役員との懇談会、「全学フォーラム」等を年１回程度開催しているほ

か、広く学外から多様な意見を聴く仕組みとして、同窓会と役員との懇談会、報道機関と役員との懇談会のほか、本学Webサイトの「問い合わせメール

フォーム」の設置、附属病院内の意見箱の設置等を行っており、学生、教職員、医師、看護師、医療従事者などの多様なステークホルダーからの意見等

について検討し改善等につなげている。

・法定等公開情報

「中期目標」（大学HP）

・理念・使命（大学HP）

・法定等公開情報

「中期計画」（大学HP）
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

補充原則１－２④

国立大学法人は、目標・戦略の進捗状

況と検証結果、及びそれを基に改善に

反映させた結果等を、公表しなければ

ならない。
ー

本学は、中期計画の進捗状況や評価指標を管理する本学独自のデータベース「進捗ナビ」を構築・活用して毎年度の実績を確認しており、「評価委員

会」において自己点検・評価を行い、次年度以降の計画に反映させている。

また、目標達成に向けた取組や進捗状況とその検証結果、改善等を反映させた結果を公表した『事業報告書』及び財務・非財務情報をつなぎ、大学の

「⾧期的な価値創造ストーリー」を社会へ伝える1冊である『統合報告書』を毎年度作成し、大学ホームページで広く一般に公表するとともに、『統合

報告書』については冊子体を作成し、国立大学や滋賀県内の自治体・大学・高校・医師会や報道機関等に送付している。

補充原則１－３⑥（１）

経営及び教学運営双方に係る各組織等

の権限と責任の体制
ー

本学では、経営については「経営協議会」、教学運営については「教育研究評議会」が、それぞれ経営協議会規程及び教育研究評議会規程に審議事項を

定めており、権限と責任を明確化している。

補充原則１－３⑥（２）

教員・職員の適切な年齢構成の実現、

性別・国際性・障がいの有無等の観点

でのダイバーシティの確保等を含めた

総合的な人事方針
更新あり

本学では、「人事委員会」を設置し、戦略的な人員計画や人材育成を推進している。加えて、性別・年齢・国籍等を問わず国内外の多様な人材の確保及

び活用を図るため「人事基本方針」を策定し、ダイバーシティ担当理事の下で各種取組を実施している。

なお、女性管理職比率については、「第3期男女共同参画推進基本計画（マスタープラン）」に掲げた目標値以上の数値を維持するとともに、障がい者

雇用についても、法定雇用率遵守への取組を進めている。

また、国際性・多様性を踏まえた教員の採用・配置を進めるために、国際交流センターを中心に外国人教員等の支援を行うなどの取組を実施しているほ

か、創発的研究センターを設置し、若手研究者や外国人教員等を採用のうえ、共同で自由な発想による多様性に富んだ国際的な研究を推進している。

補充原則１－３⑥

国立大学法人は、経営及び 教学運営に係る権限と責任の体制、総合的な人事方針、中期的な財務計画、教育研究の費用及び成果等を公表 しなければならない。

・（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律第二十二条に基づく）法定等公開情報 業務に関す

る情報 「事業報告書、業務報告書、その他業務に関

する報告書」（大学HP）

・評価委員会規程 第2条（審議事項）

・統合報告書

・経営協議会規程 第2条（審議事項）

・教育研究評議会規程 第2条（審議事項）

・人事委員会規程 第2条（審議事項）

・国立大学法人滋賀医科大学における人事基本方針

・第3期男女共同参画推進基本計画（マスタープラン）
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

補充原則１－３⑥（３）

自らの価値を最大化するべく行う活動

のために必要な支出額を勘案し、その

支出を賄える収入の見通しを含めた中

期的な財務計画

ー

本学は、中期計画において、予算（人件費見込みを含む）計画に基づいた中期的な財務計画（収支計画、資金計画等）を策定しており、教育研究の費用

及び成果等については、毎年度財務諸表、事業報告書を作成し本学Webサイトで公表している。

なお、同計画については「財務委員会」及び「経営協議会」の審議を経て、「役員会」の承認を得ている。

また、災害等の社会情勢の変化があった場合は、すみやかに補正予算の編成を行って資金不足などが生じないように対応している。

補充原則１－３⑥（４）及び補充原則

４－１③

教育研究の費用及び成果等（法人の活

動状況や資金の使用状況等） ー

本学は、教育、研究、診療等に係る財務状況、活動状況、コスト等の資金状況等について、「財務諸表」、『事業報告書』等の義務的開示を行ってい

る。さらに、大学の活動や成果と財務情報との関連性を明らかにする『統合報告書』を作成し、本学Webサイトで広く一般に公表するとともに、冊子体

を作成し、国立大学や滋賀県内の自治体・大学・高校・医師会や報道機関等に送付している。

本学は、将来の幹部候補となる教員を特命事項を担当する「学⾧補佐」や理事の業務を補佐する「副理事」に置き、役員会等の主要な会議への陪席を求

め、法人経営の感覚を身に付けさせ、次世代の法人経営を担い得る人材を育成している。実際に、昨年度まで学⾧補佐を務めていた教員が今年度から理

事・副学⾧に就任した登用例もある。また、教職員の能力及び組織の活性化を図るための人材育成の方針を、「人事基本方針」として策定・公表すると

ともに、学⾧や理事、副学⾧の推薦のもと、各分野を担当する学⾧補佐・副理事を適正に応じた国立大学協会が主催する将来の法人経営人材を育成する

研修会等へ積極的に参加させ、将来の経営基盤の強化に努めている。昨年度の事例として、学⾧の推薦のもと、研究推進担当の副理事が国立大学協会主

催の「大学の研究環境」に関する研修会へ参加した実績があり、大学全体の研究環境整備や施策の策定に還元されている。

補充原則１－４②

国立大学法人は、その法人経営を担い

得る人材を計画的に育成するための方

針を明確にし、中堅、管理職・部局⾧

クラス等の各階層の適任者を法人の⾧

を補佐するポストに登用するなど、法

人経営の一端を担わせるとともに、国

立大学協会等が実施する経営人材を育

成するための多様な啓発の機会に積極

的かつ計画的に参加させる等により、

早い段階から法人経営の感覚を身に付

けさせ、次代の経営人材を育成すべき

である。

また、当該方針を公表するとともに、

その実現状況をフォローアップすべき

である。

更新あり

・管理運営組織規程 第15条（学⾧補佐）、第16条

（副理事）

・国立大学法人滋賀医科大学における人事基本方針

・管理運営組織規程 第15条（学⾧補佐）、第16条

（副理事）

・法定等公開情報 「業務に関する情報」「財務に関す

る情報」（大学HP）

・情報公開（企業等からの資金提供状況）（大学HP）

・統合報告書（大学HP）

・法定等公開情報 「業務に関する情報」「財務に関す

る情報」（大学HP）
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

基本原則２．法人の⾧の責務等

国立大学法人は、自主的・自律的環境の下、教育・研究・社会貢献機能を最大限発揮し、社会に対する役割を果たし続けるため、法人の⾧のリーダーシップによる、迅速・的確な意思決定を可能とする経営体制を構築する必要がある。そのために、意思決定に関わる組織等の責務を明

確にし、法人全体の機能強化を図るべきである。

「役員会」は、国立大学法人法に則り、役員会規程第２条に議決事項として定めた、法人経営に関する重要事項について検討・討議を重ねることで、学

⾧の意思決定を支援している。

さらに、別途「役員懇談会」を設置し、これを「役員会」の開催前週に開催することで、事前の十分な検討および討議を可能とする体制を整えている。

また、「役員会」は、毎月2回開催することで本学の重要事項について迅速に審議し、その都度、会議報告を大学ホームページで公開し、経営の透明性

を高める取り組みを徹底している。

２－3 役員会の責務

原則２－3－１

【法人経営に係る重要方針の十分な検討】

国立大学法人の役員会は、国立大学法人の

重要事項について十分な検討・討議を行う

ことで、法人の⾧の意思決定を支え、法人

の適正な経営を確保すべきである。

また、役員会は、国立大学法人法で定める

事項について適時かつ迅速な審議を行うと

ともに、議事録を公表しなければならな

い。

更新あり

学⾧は、（１）理事、（２）副学⾧、（３）学⾧補佐及び副理事について、学内外から適任者を選任・配置することで、自らの意思決定や業務執行をサ

ポートする体制を整備しており、その責任・権限等については、管理運営組織規程において定めている。

また、同規程および担当事項を付記した役職員一覧を本学Webサイトで公表している。

（１）理事

高潔で、学識が優れ、かつ、大学における教育研究活動を適切かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから、５名を理事に任命してお

り、学⾧の定めるところにより、職務を教育・情報・ダイバーシティ、学生支援・国際・社会連携、医療・労務、総務・財務・施設・コンプライアン

ス、地域医療の各担当に分担し、学⾧を補佐している。その際、法人の役員又は職員でない学外理事を必ず任命することを、管理運営組織規程に定めて

いる。

（２）副学⾧

学⾧を助け、命を受けて校務をつかさどる者として、学外理事を除く４名の理事と研究・広報を担当する者と合わせて５名を副学⾧に指名している。

（３）学⾧補佐及び副理事

特命事項を担当する者として、企画・評価、研究推進、産学連携、臨床研究、大学改革を担当する5名の学⾧補佐や、理事を補佐する者として、基礎医

学教育・地域医療教育改革、臨床教育改革、入試・高大連携、国際交流、国際戦略、労務、医学科・ハラスメント対応、看護学科・ハラスメント対応を

担当する8名の副理事を指名している。

また、⾧期的な人材育成として、国立大学協会が主催する研修や、担当する職務に関する学外での会議への参加、「役員会」等の法人経営・教学運営に

関わる学内の主要な会議への陪席等、法人経営に積極的に参画させている。

さらに、コンプライアンス体制として、学⾧による統括のもと、コンプライアンスを総括する理事を配置し、各理事・副学⾧がそれぞれの所管分野に応

じたコンプライアンス対応を適切に推進する仕組みを整えている。

原則２－１－３

【ビジョン実現のための執行体制の整備】

法人の⾧は、ビジョンを実現するために、

理事や副学⾧等の法人の⾧を補佐するため

の人材を適材適所に学内外から選任・配置

し、自らの意思決定や業務執行をサポート

する体制を整備すべきである。また、法人

の⾧は原則１－４で示した「⾧期的な視点

に立った経営人材の計画的な育成・確保の

ための取り組み」を行うべきである。さら

に、各補佐人材の責任・権限等を明確に

し、それらを公表しなければならない。 更新あり

・運営組織（役員名簿）（大学HP）

・大学概要 『組織等」7頁

・管理運営組織規程 第4条（理事）、第6条（役員の任

命等）、第14条（副学⾧）、第15条（学⾧補佐）、第16

条（副理事）

・会議報告（役員会）

・役員会規程 第2条（議決事項）

8



国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

ー

本学は、人事基本方針に基づき、性別・年齢・国籍等を問わず国内外の多様な人材を確保及び活用を図っており、理事については、管理運営組織規程第

6条で定めるとおり、法人の役員又は職員でない者が含まれるようにし、経営層の厚みを確保している。

現在、大学と関連病院との連携による地域医療の推進を担う人材育成やダイバーシティの推進を担当する理事として、地域医療に積極的に取り組む関係

病院の現職病院⾧を学外理事に任命し、公表している。

なお、国際性の観点でのダイバーシティの確保については、学内教育研究施設等において外国籍の特任教員を雇用しているほか、外国人客員研究員の受

入れを行っている。

補充原則３－１－１①

国立大学法人は、経営協議会の学外委

員の選任に当たって、その役割を踏ま

えて、学外委員の選考方針を明確にす

るとともに、選考後には、その選考方

針と当該委員が役割を十分に果たすた

めの議題の設定など運営方法の工夫に

ついて公表しなければならない。その

際、産業界や関係自治体等から適任者

の参画を求めるなど、多様な関係者か

ら国立大学法人に期待する事項を的確

に把握し法人経営に生かす工夫をすべ

きである。

ー

本学は、経営協議会の学外委員の選考方針について、経営協議会規程第３条において、大学に関し広くかつ高い見識を有する学外有識者から「教育研究

評議会」の意見を聴いて学⾧が任命すると定めている。大学運営、企業経営・財務、医療関係施設経営、行政等の経験を有する人材を学外委員として任

命し社会や地域が国立大学法人に期待する事項を的確に把握し、法人経営に反映させる体制を整えており、規程及び委員一覧を本学Webサイトで広く学

内外に公表している。

具体的な運営の工夫として、「経営協議会」において、大学側から議題を設定するだけでなく、学外委員の多様で幅広い視点から大学運営のあり方を検

討するため、事前に採り上げたい議題や資料等の要望について照会し、当日の議題に反映させることで、より積極的な学外委員の参画を促している。ま

た、会議開催前に審議事項の資料を各委員に送付して事前に質問や意見を照会する機会を設け、会議当日の審議を活性化させ、外部の知見を的確に大学

経営へ還元するよう工夫している。

原則２－4－２

【多様な人材の登用・確保】

国立大学法人は、性別や国際性の観点での

ダイバーシティを確保するとともに、積極

的に産業界、他の教育研究機関等外部の経

験を有する人材を登用し、その経験と知見

を法人経営に活用することで、経営層の厚

みを確保すべきである。

その際、どのような観点から外部の経験を

有する人材を求めているのかを明らかに

し、その目的に合致する人材の発掘及び登

用を行い、その状況を公表しなければなら

ない。

補充原則３－３－１①

学⾧選考・監察会議は、法人の⾧の選

考に当たって、国立大学法人のミッ

ションや特性を踏まえた法人の⾧に必

要とされる資質・能力に関する基準を

定め、当該基準を踏まえ、国立大学法

人法等の規定に則り、意向投票による

ことなく、自らの権限と責任において

慎重かつ必要な議論を尽くし、適正に

選考を行い、基準、選考結果、選考過

程及び選考理由を公表しなければなら

ない。

更新あり

「学⾧選考・監察会議」は、本学の理念を踏まえた学⾧選考基準を策定・公表している。例えば、選考手続きにおいては、平成30年度に学⾧選考等実施

細則を改正し、従来行われてきた意向聴取投票を廃止し、学⾧選考の参考として、同細則第3条第2項に定める学⾧候補者を推薦する資格のあるもの（推

薦資格者）に対して、学⾧候補適格者に関する意見募集を行うなど、「学⾧選考・監察会議」が自らの権限と責任において、慎重かつ必要な議論を尽く

して適正に選考を行う体制を整えており、選考基準、選考結果、選考過程及び選考理由を大学ホームページで公表している。

・管理運営組織規程 第6条（役員の任命等）

・運営組織（役員名簿）（大学HP)

・経営協議会規程 第2条（審議事項）、第3条（組織）

・学⾧選考・監察会議規程 第2条（業務）

・経営協議会委員

・国立大学法人滋賀医科大学における人事基本方針

・国立大学法人滋賀医科大学における人事基本方針

・学⾧選考等実施細則 第3条（推薦資格者）、第6

条（学⾧選考の参考としての意見募集）

・次期学⾧に求める学⾧像（滋賀医科大学学⾧像）

令和7年3月24日決定
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

原則３－３－２

【法人の⾧の解任のための手続の整備】

学⾧選考・監察会議は、法人の⾧の選考を

行うとともに、法人の⾧の職務の遂行が適

当ではなく引き続き職務を行わせるべきで

はないと認める場合等においては、任期の

途中であっても法人の⾧の解任を文部科学

大臣に申し出る役割も有する。このため、

学⾧選考・監察会議は、予め法人の⾧の解

任を申し出るための手続について整備し、

公表しなければならない。

ー

学⾧の解任審査は、学⾧選考等実施細則第12条第1項の各号のいずれかに該当する解任審査請求があった場合に、「学⾧選考・監察会議」が、同細則第

13条の規定に基づき行うこととしており、学⾧選考・監察会議委員の3分の2以上の賛成により、同細則第13条第1項の各号のいずれかに該当すると認め

られた場合は、解任の申出を決定することとしている。

また、文部科学大臣への解任の申出は、同細則第14条の規定に基づき、その理由を付して、「学⾧選考・監察会議」が行うこととしている。

なお、これらの手続きを規定している学⾧選考等実施細則については、本学Webサイトにおいて公表している。

補充原則３－３－１③

学⾧選考・監察会議は、国立大学法人

法に基づき法人の⾧の任期を審議する

に当たっては、国立大学法人のミッ

ションを実現するために法人の⾧が安

定的にリーダーシップを発揮すること

ができるよう適切な期間を検討すべき

である。あわせて、国立大学法人にお

ける継続的な経営・運営体制の構築の

ため、法人の⾧の再任の可否や再任を

可能とする場合の上限設定の有無につ

いても適切に検討し、その理由ととも

に公表しなければならない。

ー

学⾧の任期は、中期目標期間との整合性を図り計画的な業務遂行が可能となるよう、その始期を中期目標の開始日の2年前からとし、その任期は6年とし

ている。

また、任期の⾧期化に伴う組織の硬直化の防止と、独善的状況が発生する可能性回避の観点から、学⾧選考規程第5条において学⾧は再任できないこと

を規定している。ただし、学⾧が辞任を申し出たとき、欠員となったとき又は解任されたときに選考された学⾧は、その任期を前任の学⾧の残任期間と

するとともに、1回につき再任することができると同規程第5条に規定し、本学Webサイトにおいて公表している。

「学⾧選考・監察会議」は、学⾧選考・監察会議規程第2条第1項第4号及び学⾧選考等実施細則第11条に基づき、選出した学⾧の任期中において、各年

度少なくとも1回、学⾧の業務執行状況の確認を行っている。

また、学⾧の業務執行状況の確認に際して評価及び助言等を行うとともに、確認内容及びその評価結果を本学Webサイトにおいて公表している。

補充原則３－３－３②

学⾧選考・監察会議は、法人の⾧の業

務執行状況について、その任期の途中

における評価（中間評価）を行い、そ

の結果を本人に提示し、今後の法人経

営に向けた助言等を行うとともに、当

該評価結果を公表しなければならな

い。

ー

・学⾧選考・監察会議規程

・学⾧選考等実施細則 第12条（解任の審査請求）、

第13条（解任の審査）、第14条（解任の申出）

・学⾧選考・監察会議規程 第2条（業務）

・会議報告（学⾧選考・監察会議）

・学⾧選考規程 第3条第1項（選考の時期）、第5条

（学⾧の任期）

・学⾧選考等実施細則 第11条（職務の執行状況の確

認）

・学⾧選考・監察会議規程 第2条（業務）

・会議報告（学⾧選考・監察会議）

・会議報告（学⾧選考・監察会議）
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

ー

本学は１法人１大学の単科大学であるため、大学総括理事は置いていない。

原則３－３－４

【学⾧選考・監察会議の委員の選任方法等

の公表】

学⾧選考・監察会議の中立性・公正性を担

保するとともに、大学のミッションやビ

ジョンを適切に実現できる法人の⾧の選考

等を行うため、学⾧選考・監察会議がどの

ような人材で構成されるべきかという観点

から、経営協議会及び教育研究評議会にお

ける学⾧選考・監察会議の委員の選任方法

や選任理由を公表しなければならない。

ー

「学⾧選考・監察会議」の委員は、学⾧選考・監察会議規程第3条に基づき、経営協議会規程第3条第1項第4号に規定する経営協議会委員のうち、「経営

協議会」において選出された者（学外委員）と、教育研究評議会規程第3条第1項第5号から第7号までに規定する教育研究評議会評議員のうち、「教育研

究評議会」において選出された者（学内委員）が同数となるよう、選任することとしている。

また、国立大学法人法第12条第2項第2号では、理事は「教育研究評議会」において選出された場合は、「学⾧選考・監察会議」の委員となることができ

ると規定されているところ、本学では、学⾧選考会議（当時）（令和3年度第2回）において検討の結果、利益相反の防止や中立性の確保等の厳格化の観

点から、「学⾧選考・監察会議」の委員就任の有資格者に理事を含めないこととしている。

なお、「経営協議会」及び「教育研究評議会」においては、それぞれ選出対象となる委員及び評議員の経歴・職務経験・専門分野等を参考に、教育・研

究・診療等に係る見識や組織の経営・管理運営に係る経験等を勘案し、審議により「学⾧選考・監察会議」の委員を選出しており、選出・選任された委

員は、その選任理由を付して、本学Webサイトにおいて公表している。

原則３－３－５

【経営力を発揮できる体制の検討】

学⾧選考・監察会議は、国立大学法人に大

学総括理事を置き、法人内において経営と

教学を分離するかどうかについて決定する

権限を有する。学⾧選考・監察会議は、各

法人が最も経営力を発揮できる体制の在り

方を十分に検討するとともに、大学総括理

事を置くこととする場合には、その検討結

果に至った理由を公表しなければならな

い。

・国立大学法人法 第10条第4項（役員）

・学⾧選考・監察会議規程 第3条（組織）

・経営協議会規程 第3条（組織）

・教育研究評議会規程 第3条（組織）

・学⾧選考・監察会議委員
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

基本原則４

【社会との連携・協働及び情報の公表】

国立大学法人は、教育・研究・社会貢献機能を最大限発揮し、我が国、地域の発展のために中核的な役割を果たすため、社会から理解と支持を得るとともに、適切に連携・協働を行っていくべきであり、そのために、情報の公表を通じて透明性を確保すべきである。

また、併せて、国立大学法人の経営、教育・研究・社会貢献活動の安定性・健全性を示す必要があり、自らを律する内部統制の仕組みを整備・実施することで、適正な法人経営を確保するとともに、その運用体制を公表しなければならない。

原則４－１

【法令に基づく情報公開の徹底、及びそれ

以外の様々な情報の分かりやすい公表】

国立大学法人は、国からの運営費交付金を

重要な財政基盤とするとともに、多様な関

係者からの財源に支えられた公共的財産と

して、多岐にわたる活動それぞれに異なる

多様な者からの理解と支持を得るためによ

り透明性を確保すべきであり、法令に基づ

く適切な情報公開を徹底することに加え、

法人経営、教育・研究・社会貢献活動に係

る様々な情報についても分かりやすく公表

しなければならない。

ー

本学は、法令に基づく情報公開に加え、「役員会」、「経営協議会」、「教育研究評議会」、「学⾧選考・監察会議」の会議報告、法人運営の状況、教

育・研究及び社会貢献活動に関する事項について、その都度、『大学概要』ほか広報誌などの冊子体や本学Webサイトにおいて公表している。

また、最新の研究成果等については、積極的なプレスリリースを行い、報道機関からの取材に可能な限り対応している。なお、本学Webサイトにおいて

公開している法令に基づく公開情報は、広報担当部署において適時確認・更新を行っている。

補充原則４－１①

国立大学法人は、その多岐にわたる活

動それぞれに学生、保護者、卒業生、

産業界、地域社会、政府、国内外の教

育関係機関等の異なる多様な関係者を

有することを踏まえ、これらの関係者

を含む国民・社会との間における透明

性の確保がガバナンスの向上につなが

ることから、情報の公表を行う目的、

意味を考え、適切な対象、内容、方法

等を選択し公表しなければならない。
更新あり

本学は、様々なステークホルダーに向けて、『大学概要』ほか広報誌などの冊子体や本学Webサイト・SNSで情報を公開・発信するとともに、報道機関

への積極的なプレスリリースを実施している。

本学Webサイトは、関係する情報へアクセスしやすくするため、訪問者別メニュー（受験生、在学生、卒業生、地域・一般の方、企業・研究者の方、教

職員）を設けているほか、最新のニュースやトピックス等はSNS（X、Instagram）でも発信している。

広報誌は、幅広いステークホルダーを対象とする『大学概要』及び『統合報告書』に加え、対象者別に、患者向けの広報誌や、学生・教職員を対象とし

た学内向け広報誌まで、幅広く作成している。

一般向け：『滋賀医大ニュース』

患者向け：『滋賀医大病院ニュース』、『病院ニュース別冊TOPICS』

学生・教職員向け：『勢多だより』

受験生向け：『大学案内』、『学生募集要項』

産業界向け：本学Webサイトの『研究シーズ集、 医療ニーズ集』

地域の医療機関向け：『診療案内』、『滋賀医大病院ニュース』

また、英語版の本学Webサイトや大学概要等を作成し、国内外の多様なステークホルダーに向けた情報発信をしている。

・大学概要（大学HP）

・情報公開（大学HP）

・広報誌（大学HP）

(1)滋賀医大ニュース、(2)勢多だより、

(3)滋賀医大病院ニュース＆別冊TOPICS

・情報公開

・高大連携事業（大学HP）

・入試情報（イベント）（大学HP）

・公開講座（大学HP）

・学生募集要項（医学部）（大学HP）

・学生募集要項（大学院医学系研究科）（大学HP）

・研究シーズ集（大学HP）
・医療ニーズ集（大学HP）
・診療案内（病院HP）

・大学概要（大学HP）

・広報誌（大学HP）

(1)滋賀医大ニュース、(2)勢多だより、

(3)滋賀医大病院ニュース＆別冊TOPICS

・学生募集要項（医学部）（大学HP）

・学生募集要項（大学院医学系研究科）（大学HP）

・研究シーズ集（大学HP）

・医療ニーズ集（大学HP）

・診療案内（病院HP）

・統合報告書（大学HP）

・統合報告書（大学HP）
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

補充原則４－１③

国立大学法人は、公共的財産であるこ

とに鑑み、学内における教育・研究に

係るコストの見える化を進めるととも

に、法人の活動状況や資金の使用状況

等を、分かりやすく公表しなければな

らない。

ー

補充原則１－３⑥（４）に記載

補充原則４－１②

国立大学法人は、学生がどのような教

育成果を享受することができたのかを

示す情報（学生が大学で身に付けるこ

とができる能力とその根拠、学生の満

足度、学生の進路状況等）を公表しな

ければならない。

更新あり

【学生が大学で身に付けることができる能力とその根拠及び学生の進路状況等】

本学は、教育の全体の方針、卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）に

ついて、本学Webサイトにおいて公開している。また、講義・演習・実習等について、『履修要項・講義概要（シラバス）』に学修目標、授業概要、評

価方法等を明記し、本学Webサイトにおいて公開している。

また、学生が卒業時までに身に付けておくべき知識・技能・態度に関する能力（アウトカム）を、卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）に

基づいて策定し、本学Webサイトにおいて公開しており、関連する取組として「学生による自己評価表」を用いた学修成果の評価を行っている。

さらに、本学の教育の成果として、学生の国家試験（医師国家試験、看護師国家試験、保健師国家試験、助産師国家試験）の合格率のほか、学部学生及

び大学院生の進路状況についても、本学Webサイト及び大学概要で公開している。また、毎年4月に学部学生の保護者を対象に開催する各学科後援会総

会において、直近の国家試験の合否結果及び学生の進路状況等を報告している。

【学生の満足度】

「在学生調査」及び「大学院学生対象アンケート」において、「教育内容」、「学修環境・共用施設」、「学修支援」、「研究指導」等についての学生

の満足度を把握し、結果を報告書に取りまとめて本学Webサイトにおいて公開している。

なお、「医学・看護学教育センター運営会議」では、学生の満足度向上に向けた取組を実施している。

また、大学運営等に反映させるべき要望があれば、適切な委員会等における検討を経て対応（改善等）するなどしている。

・教育目標、3つのポリシー（医学部医学科）

（大学HP）

・教育目標、3つのポリシー（医学部看護学科）

（大学HP）
・教育目標、3つのポリシー（大学院医学系研究科博士

課程）（大学HP）

・教育目標、3つのポリシー（大学院医学系研究科博士

前期課程）（大学HP）

・履修要項／講義概要（シラバス）（医学部医学科）

（大学HP）

・国家試験・就職状況（大学HP）

・教育情報の公表（大学HP）

・大学案内（大学HP）

・大学概要「学生数等」21頁

・学修・学生生活実態調査報告書

・学修成果（大学HP）

・履修要項／講義概要（シラバス）（医学部看護学科）

（大学HP）

・大学院教務情報（大学院医学系研究科）（大学HP）

・教育目標、3つのポリシー（大学院医学系研究科博士

後期課程）（大学HP）
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国立大学法人滋賀医科大学

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容を含む全ての事項】

更新の有無 R8記載 根拠資料等記載事項

ー

■独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第22条に規定する情報

本学Webサイト 法定等公開情報

■医療法施行規則第7条の2の２及び同規則第7条の3に規定する情報

病院⾧選考会議関係

■医療法施行規則第15条の4第2号に規定する情報

滋賀医科大学医学部附属病院医療安全監査委員会規程

法人のガバナンスにかかる法令等に基づく

公表事項

原則４－２

【内部統制の仕組みの整備と運用体制の公

表】

国立大学法人は、その活動を支える社会か

らの理解と支持を得て、適切に連携・協働

していくためには、法人経営及び教育・研

究・社会貢献活動の安定性・健全性を示す

べきである。

そのためには、自らを律する内部統制シス

テムを運用し、継続的に見直しを図るとと

もに、その運用体制を公表しなければなら

ない。

ー

本学は、内部統制システムの運用体制を「内部統制システムに関する規程」に規定し、重要事項を審議するため「内部統制委員会」を設置して重要事項

を審議している。

また、「内部統制システムに関する規程」及び「内部統制システム体制図」については本学Webサイトにおいて公開している。

具体的なリスクに関する内部統制システムは以下のとおりであり、必要に応じて見直しを図っている。

・研究公正及び公的研究費の不正使用に関しては、文部科学省が定める「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」及び「研究活動に

おける不正行為への対応等に関するガイドライン」の趣旨及び内容を踏まえ、「滋賀医科大学における公的研究費の不正使用および研究活動における不

正行為の防止に関する基本方針」及び「滋賀医科大学における研究者および研究支援者の行動規範」、並びに関係規程を定め、本学Webサイトやリーフ

レットで公表・周知している。

・利益相反に関しては、個人としての利益相反については、「利益相反ポリシー」及び「利益相反マネジメント規程」を定め、「人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する指針」や「臨床研究法」に対応した利益相反審査フローを整備、運用している。法人としての利益相反については、「組織的利

益相反マネジメントポリシー」及び「組織的利益相反マネジメント規則」を定め、年１回、学外委員を含む「組織的利益相反監視委員会」を開催してい

る。これらの規程等は、本学Webサイト等において公表している。

・内部通報・外部通報に関しては、公益通報実施要領を定め、公益通報窓口を学内（総務企画課）及び学外（弁護士）に設けるとともに、公益通報者保

護規程を定め通報者の保護を行っている。規程や通報窓口は、本学Webサイト等において公表している。

・医学部附属病院における医療安全に関しては、医療法施行規則の規定に基づき、適正な医療安全管理体制を確保するため、医療安全、法律等に識見を

有する附属病院と利害関係のない学外者を含む「医療安全監査委員会」を設置している。学⾧は、委員会からの監査結果の報告を受け、必要な措置を講

じるとともに、監査結果を公表している。

・情報管理リスクに関しては、情報セキュリティインシデントに迅速に対応するため、情報セキュリティインシデント対策チーム（以下、「CSIRT」と

いう）を整備し、CSIRT要員にセキュリティ研修を受講させ人材育成を進めている。また、情報セキュリティ意識の向上のため本学メールアカウント取

得者全員に対して毎年、情報セキュリティe-Learningの受講を義務付けている。

・本学の健全な運営に資することを目的として内部監査によるチェックを実施しており、本学の運営状況を適法性と妥当性の観点から公正かつ客観的な

立場で調査及び検証し、その監査結果に基づく助言、提案等を行っている。

・国立大学法人滋賀医科大学における内部統制システ

ムに関する規程 第2条（目的）

・国立大学法人滋賀医科大学の業務方法書の変更の認

可について（令和4年3月25日）

・ 滋賀医科大学における公的研究費の不正使用および

研究活動における不正行為の防止に関する基本方針

・滋賀医科大学における研究者および研究支援者の行

動規範

・公益通報実施要領

・公益通報者保護規程 第5条（窓口）、第7条（公益

通報の調査）

・医療安全監査委員会規程 第3条（任務）、第4条

（組織）

・滋賀医科大学内部統制システム体制図

・利益相反（大学HP）

利益相反ポリシー

利益相反マネジメント規程

組織的利益相反マネジメントポリシー

組織的利益相反マネジメント規則

・滋賀医科大学情報セキュリティインシデント対策

チーム内規

・内部監査実施規程

・滋賀医科大学情報統括・セキュリティ委員会規程

https://www.shiga-med.ac.jp/introduction/information-disclosure/act-on-access-to-information

https://www.shiga-med.ac.jp/introduction/organization

https://www.shiga-med.ac.jp/hospital/doc/hospital/anzenkansa/index.html

・医療安全監査委員会規程 第3条（任務）、第4条

14




